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（単位：千円）

電話番号

メールアドレス

Ａ

Ｂ１ Ｂ２

交付対象経
費

国のR4予算
分（交付限
度額①、
②、③）

国のR4予算
分（交付限
度額④）

Ｂ３'
国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

Ｂ３''
国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

Ｂ４’
国のR4予算
分（交付限
度額⑦、
⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算
分（交付限
度額⑨、
⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計  1,569,717  778,725  15,268  -  -  352,330  399,150  11,977  - 790,992 

低

所

得

者

世

帯

給

付

金

に

係

る

部

分

本

体

分

1 R4 単 ○ ○

住民税非課
税世帯等に
対する物価
高騰重点支
援給付金給
付事業【低
所得者世帯
支援給付
金】

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

①エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う低所得世

帯支援

408,150 408,150 9,000 399,150 

①コロナ禍において、エネルギー・食料品価格等の影響を受け、
特に家計への影響が大きい低所得世帯に対して支援を行うこと
で、負担の軽減が図られる。
②低所得世帯への給付金
③給付金総額　408,150千円
 R5年度分の住民税非課税世帯
　13,305世帯×30千円＝399,150千円
 家計急変世帯
　300世帯×30千円＝9,000千円
④令和５年度分の住民税非課税世帯（13,305世帯）、家計急変
世帯（300世帯）

－ － ○ － R5.7 R6.2 対象世帯への給付完了　100％ 対象世帯への封書、市HP、広報誌 R5補正（地）

低

所

得

者

世

帯

給

付

金

に

係

る

部

分

事

務

費

2 R4 単 ○ ○

住民税非課
税世帯等に
対する物価
高騰重点支
援給付金給
付事業（事
務費）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

①エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う低所得世

帯支援

12,035 12,035 58 11,977 - 

①コロナ禍において、エネルギー・食料品価格等の影響を受け、
特に家計への影響が大きい低所得世帯に対して支援を行うため
に必要な事務経費
②事務経費（職員手当等、需要費、役務費、委託料）
③事務経費　12,035千円
・職員手当等（時間外手当）
   7人×4時間×15日×2,673円≒1,123千円
・事務消耗品　500千円
・郵便料　2,496千円
　　84円×14,000世帯×2回＋99円×1,200世帯≒2,471千円
　　84円×300世帯≒25千円
・振込手数料　1,573千円
　　110円×14,000世帯＝1,540千円
　　110円×300世帯＝33千円
・システム改修委託　3,218千円
・帳票、封入等業務委託　3,125千円
④令和５年度分の住民税非課税世帯（14,000世帯）、家計急変
世帯（300世帯）

－ － － － R5.7 R6.2 対象世帯への給付完了　100％ 対象世帯への封書、市HP、広報誌 R5補正（地）
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6

7 R4 単 ○ － 公立保育所
運営経費

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

310 310 310 - 

①コロナ禍において、給食食材の価格高騰相当分を市が負担す
ることにより、子育て世帯を支援するとともに、栄養バランスや量
を保った給食の提供を維持することができる。
②需要費（賄材料費）
③賄材料費と給食費の差額を補填：310千円
　園児１人当たり　月額給食費×上昇率×月数
　（4,700円×10％×12か月　　470円/月）
　470円×55人（園児数）×12か月＝310千円
④公立保育所2か所（計55人）

－ － － － R5.4 R6.3

物価高騰分を市が負担することに
よって、保護者負担を増加させる
ことなく給食の質・量を維持する。
対象者：公立保育所の園児55人
分

市HP、保育所だより R5補正（地）

8 R4 単 ○ －
保育所等給
食食材費高
騰対策事業

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

11,760 5,880 5,880 5,880 

①コロナ禍において、給食食材の価格高騰相当分を市が負担す
ることにより、子育て世帯を支援するとともに、栄養バランスや量
を保った給食の提供を維持することができる。
②補助金
③補助金：11,760千円
補助：園児１人当たり　月額給食費×上昇率×月数
（4,700円×10％×12か月　　470円/月）
470円（補助上限額）×2,085人（園児数）×12か月≒11,760千円
※県物価高騰対応生活者支援交付金充当額　5,880千円
④私立保育園40か所・認定こども園2か所・私立幼稚園3か所
（計2,085人）

－ － － － R5.9 R6.3

物価高騰分を市が負担することに
よって、保護者負担を増加させる
ことなく給食の質・量を維持する。
対象者：私立保育園・認定こども
園・私立幼稚園の園児2,085人分

市HP、保育所（幼稚園）だより R5補正（地）

小計　交付限度額⑨＋⑩

-                                                                                                    

352,330                                                                                           

24,127                                                                                               国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
事務費　交付限度額⑨　　（令和5年5月通知分）

小計　⑤＋⑥

小計　⑤＋⑥
国のR4予備費分(通常分)

交付限度額④　（令和4年4月28日通知分の本省繰越分）
-                                                                                                      

今回配分予定額
国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

今回配分予定額
国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

今回配分予定額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

既配分額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

289,527                                                                                             

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑧　（令和5年○月○日通知分）

小計　交付限度額⑦＋⑧

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
事務費　交付限度額⑩　（令和5年○月○日通知分）

-                                                                                                      

小計　⑤＋⑥

配分予定額計
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

15,268                                                                                                                            

-                                                                                                                                   

-                                                                                                                                   

-                                                                                                                                   

-                                                                                                                                   

352,330                                                                                                                          

-                                                                                                                                   

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額③　（令和5年4月以降補助裏分）

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑤　（令和4年9月20日通知分の本省繰越分）

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑦　（令和5年5月通知分）

既配分額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

-                                                                                                    

今回配分予定額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

352,330                                                                                           -                                                                                                                                   

小計　交付限度額①＋②＋③ 15,268                                                                                               

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ３

配分予定額計
国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

個人を対象と
した給付金等

15,268                                                                                            

681,252                                                                                             

既配分額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

地方単独事業費

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

事業
始期

予算区分
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

Ｂ

検査促進枠
の地方負担
分に充当

事業
終期

補

助

・

単

独

所

管 ⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との関係

低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

種類

-                                                                                                    

-                                                                                                    

11,977                                                                                            

配分予定額計 669,102                                                                                           

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

11,977                                                                                            

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

289,527                                                                                           

移替先

配分予定額計
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

配分予定額計
国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

総務省

Ｂ４

352,330                                                                                           

352,330                                                                                           11,977                                                                                                                            

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩） 11,977                                                                                                                            

今回配分予定額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

★令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

-                                                                                                      既配分額
国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

既配分額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

都道府県名

地方公共団体名

都道府県・市町村コード（５桁）

既配分額
国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

-                                                                                                      

15,268                                                                                               kikaku@city.amakusa.lg.jp

0969-27-5052

交付対象経費

15,268                                                                                                                            地方単独事業費

地方単独事業費

-                                                                                                    352,330                                                                                             

43215

泉　陽介

総合政策部政策企画課

-                                                                                                    

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑥　（令和5年3月29日通知分）

-                                                                                                    担当部局課名

担当者氏名

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

-                                                                                                      

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額①　（令和4年12月補助裏分の本省繰越分）

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額②　（令和5年1月～3月補助裏分）

交付限度額計

24,127                                                                                               

熊本県

天草市

基金
特定事業者等

支援

15,268                                                                                            

-                                                                                                    

-                                                                                                    

289,527                                                                                             

交付金の区分

重

点

交

付

金

通

常

交

付

金

-                                                                                                    

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

-                                                                                                      

-                                                                                                    

289,527                                                                                           

国庫補助事業費

今回配分予定額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

地方単独事業費

地方単独事業費

-                                                                                                                                   

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

国庫補助事業費

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

国庫補助事業費

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥） 352,330                                                                                                                          

地方単独事業費

399,150                                                                                                                          

399,150                                                                                                                          

国庫補助事業費

-                                                                                                                                   
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Ｂ１ Ｂ２

交付対象経
費

国のR4予算
分（交付限
度額①、
②、③）

国のR4予算
分（交付限
度額④）

Ｂ３'
国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

Ｂ３''
国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

Ｂ４’
国のR4予算
分（交付限
度額⑦、
⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算
分（交付限
度額⑨、
⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ３
個人を対象と
した給付金等

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

事業
始期

予算区分
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

Ｂ

検査促進枠
の地方負担
分に充当

事業
終期

補

助

・

単

独

所

管 ⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との関係

低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

種類

Ｂ４
成果目標（可能な限り定量的指

標を設定）
地域住民への周知方法（HP,広報

紙など）
参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

基金
特定事業者等

支援

交付金の区分

重

点

交

付

金

通

常

交

付

金

9 R4 単 ○ －
学校給食費
管理運営経
費

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

30,709 30,709 30,709 - 

①コロナ禍において、物価高騰に伴う学校給食費の値上げを抑
制することで、保護者負担の軽減を図るとともに、地場産物の活
用を図る。
②需要費（賄材料費）
③賄材料費と学校給食費の差額を補填　30,709千円
　（給食単価の上昇額30円で計算）
　小学校30円×195食×3,278人＝19,177千円
　中学校30円×200食×1,877人＝11,262千円
　幼稚園30円×180食×50人＝270千円
④学校給食喫食者（教職員は除く）
（小学校：3,278人、中学校：1,877人、幼稚園：50人）

－ － － － R5.4 R6.3

学校給食の物価高騰分を支援す
ることによって、保護者負担を増加
させることなく給食の質・量を維持
する。
対象者：公立幼稚園、小・中学校
の児童・生徒5,205人

市HP、各幼稚園・小・中学校給食
だより

R5補正（地）

10 R4 単 ○ －
ＬＰガス使用
世帯価格高
騰支援事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

③消費下支え
等を通じた生活

者支援
184,530 92,265 92,265 92,265 

①新型コロナウイルス感染症の影響等による物価高騰の影響を
受けたLPガス使用世帯に対し、県LPガス協会を通して料金の一
部を補助することにより、LPガス使用世帯の経済的負担を軽減
する。
②支援補助金、委託料
③補助金(25,426世帯×6,000円)＋事務費(30,918千円)＝
183,474千円
※対象世帯数は県ＬＰガス協会調べ（H30年度）。
 補助単価は過去5年間のLPガス平均消費量×価格上昇額×9
か月分により算出。
 （事務費内訳）
 人件費 144,720千円
 管理運営費（コールセンター、設備機器リース、広報費等）
80,740千円
 振込手数料　133,430千円
 システム構築等 10,810千円
 郵便代　46,231千円
 業務管理費　134,069千円
 事務費合計550,000千円のうち本市負担分30,918千円
 ※事務費については、県内事業実施市町村で支援世帯数で案分し負担。

委託料（事務補助）　1,056千円　　　　合計　184,530千円
※県物価高騰対応生活者支援交付金充当額　92,265千円
④市内でLPガスを使用している世帯（25,426世帯）

－ － － － R5.7 R6.3 対象世帯への給付完了　100％ 市HP、広報紙、チラシ配布 R5補正（地）

11 R4 単 ○ －
保育所等光
熱費高騰対
策事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

7,560 3,780 3,780 3,780 

①コロナ禍において、電力・ガス等の光熱費高騰の影響が生じ
ている私立保育園等への支援を行うことで、安定した運営を確保
し、保護者や保育所等の負担を軽減させる。
②補助金
③補助金総計　7,560千円
　利用定員19人以下　2か所×42千円＝84千円
　利用定員20人以上59人以下　30か所×140千円＝4,200千円
　利用定員60人以上　13か所×252千円＝3,276千円
　※県物価高騰対策事業（保育所等分）充当額　3,780千円
④私立保育園40か所・認定こども園2か所・私立幼稚園3か所

－ ○ － － R5.9 R6.3 対象施設への給付完了　100％ 市HP、対象施設へ文書で通知 R5補正（地）

12 R4 単 ○ － 病院事業会
計補助金

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

5,418 5,418 5,418 - 

①コロナ禍において、電力・ガス等の光熱費高騰の影響が生じ
ている公立病院への支援を行うことで、安定した病院経営が図ら
れ、安全で安心な医療を市民に提供できる。
②補助金
③補助金総額　5,418千円
21千円✕258床（牛深118床、栖本44床、新和30床、河浦66床）
④公立病院（4市民病院：計258床）

－ ○ － － R5.9 R6.3
原油価格・物価高騰の中にあって
も公立病院の安定的な経営運営
を確保する。

市HP R5補正（地）

13 R4 単 ○ －
水産製品製
造業等緊急
支援事業

－ ○ ○

④-Ⅲ．新たな価格
体系への適応の円

滑化に向けた中小企
業対策等

○
⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

222,980 102,980 102,980 120,000 

①雑節やしらす等を生産する水産製品製造業者等は、コロナ禍
や物価高騰の影響を受けている中、改正食品衛生法に基づき、
令和６年５月末までに新たに営業許可を受ける必要が生じてお
り、そのために必要な施設整備等の支援を行うことで地域産業
の維持を図る。営業許可取得に必要な施設整備等の支援を行う
ことにより、雑節やしらす等の水産製品製造等に係る地域産業
の維持を図り、天草産品ブランドの継承につながる。※特定事業
者支援事業に関する公表
②補助金
③補助金総計　222,980千円
施設整備費：222,500千円（［1,500千円×10社］+［7,500千円×5
社］+［10,000千円×17社］）
事業主体事務推進費：480千円（1事業者あたり15千円×32社）
※県水産製品製造業等緊急支援事業費充当額　120,000千円
④食品衛生法の改正により新たに営業許可が必要となり、許可
取得のための必要な施設整備を行う水産製品製造業者等

－ － － － R5.6 R6.3 申請事業者への交付完了　100％
市HP、広報紙、事業者へ文書で通
知

https://www.city.amak
usa.kumamoto.jp/kiji00
310065/index.html

R5補正（地）

14 R4 単 ○ －
農業者支援
物価高騰緊
急対策事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

18,927 9,463 9,463 9,464 

①コロナ禍において、原油価格や物価高騰の影響を受けている
農業者に対し、高騰する農業資材費購入における購入費用の一
部等を支援することで、負担の軽減と営農継続に向けた意欲の
向上につながる。
②補助金
③補助金総計　18,927千円
【出荷資材支援】
出荷に係る資材購入補助金　145,250千円×10％＝14,525千円
事業推進補助金　100千円×3団体＝300千円
【生産資材支援】
補助金　7,500千円（2団体合計）×50％＝3,750千円
【土壌分析支援】
補助金　1,760千円（3団体合計）×20％＝352千円
④農業者団体及び農業者

－ － － － R5.9 R6.3 申請農業団体及び農業者への交
付完了　100％

市HP、対象機関へ文書で通知 R5補正（地）

15 R4 単 ○ －
畜産物物価
高騰緊急対
策事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

69,852 29,926 29,926 39,926 

①コロナ禍において、原油価格や物価高騰の影響により、価格
上昇が続く配合飼料を購入する畜産農家に対し購入費用の一
部を支援することで、経営負担の軽減が図られ、産地の維持や
経営の安定化につながる。
②補助金
③補助金総計　69,852千円
飼料価格高騰分補助金　279,008千円×1/4＝69,752千円
事業推進費　100千円
④牛：畜産農協、豚・鶏：畜産農家

－ － － － R5.9 R6.3 申請畜産農協及び及び畜産農家
への交付完了　100％

市HP、対象機関へ文書で通知 R5補正（地）

16 R4 単 ○ －

漁業経営
セーフティ
ネット緊急支
援事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

70,200 35,100 35,100 35,100 

①コロナ禍において、原油価格や物価高騰の影響により、価格
上昇が続く配合飼料を購入する魚類養殖漁業者に対し購入費
用の一部を支援することで、経営負担の軽減が図られ、経営の
安定化につながる。
②補助金
③配合飼料（第１・第２四半期分）補填実績額のうち漁業者積立
金の30％以内　234,000千円×30％＝70,200千円
④魚類養殖漁業者（33事業者）

－ － － － R5.9 R6.3 申請魚類養殖業者への交付完了
100％

市HP、対象機関へ文書で通知 R5補正（地）

17 R4 単 ○ －

天草エアラ
イン経営安
定化事業
（重点分）

－ ○ ○

④-Ⅲ．新たな価格
体系への適応の円

滑化に向けた中小企
業対策等

○

⑧地域公共交
通や地域観光
業等に対する

支援

43,656 12,441 12,441 31,215 

①コロナ禍の影響により旅客収入の減収見込まれ、また燃料費
や物価高騰に際し、関係自治体と連携して支援を行い、天草エ
アラインの安定運航を維持する。（事業No.18と同事業）※特定事
業者支援事業に関する公表
②補助金
③補助金総額　58,924千円
【運航維持確保応援事業】　56,615千円
※負担割合：県1/2、地元市町1/2(天草市92.37％、上天草市
5.15％、苓北町2.48％)
天草市：全体事業費122,584千円×1/2×92.37％≒56,615千円
【天草エアラインDX推進事業】　2,309千円
※負担割合：国1/2、県1/4、地元市町1/4(天草市92.37％、上天
草市5.15％、苓北町2.48％)
天草市：全体事業費10,000千円×1/4×92.37％≒2,309千円
④天草エアライン(株)

－ ○ － － R5.9 R6.3

減便することなく運航維持
【運航】
天草-福岡線3往復
天草-熊本線1往復
熊本-大阪線1往復

市HP、対象事業者に実施要綱を
送付

https://www.city.amak
usa.kumamoto.jp/kiji00
310065/index.html

R5補正（地）

18 R4 単 ○ －

天草エアラ
イン経営安
定化事業
（通常分）

○ － ○

④-Ⅲ．新たな価格
体系への適応の円

滑化に向けた中小企
業対策等

○ － 15,268 15,268 15,268 - 

①コロナ禍の影響により旅客収入の減収見込まれ、また燃料費
や物価高騰に際し、関係自治体と連携して支援を行い、天草エ
アラインの安定運航を維持する。（事業No.17と同事業）※特定事
業者支援事業に関する公表
②補助金
③補助金総計　58,924千円
運航維持確保応援事業　56,615千円
※負担割合：県1/2、地元市町1/2(天草市92.37％、上天草市
5.15％、苓北町2.48％)
天草市分負担金122,584千円×1/2×92.37％≒56,615千円
天草エアラインDX推進事業　2,309千円
※負担割合：国1/2、県1/4、地元市町1/4(天草市92.37％、上天
草市5.15％、苓北町2.48％)
天草市分負担金10,000千円×1/4×92.37％≒2,309千円
④天草エアライン(株)

－ ○ － － R5.9 R6.3

減便することなく運航維持
【運航】
天草-福岡線 3往復
天草-熊本線 1往復
熊本-大阪線 1往復

市HP、対象事業者に実施要綱を
送付

https://www.city.amak
usa.kumamoto.jp/kiji00
310065/index.html

R5補正（地）

19 R4 単 ○ －

牛深・蔵之
元航路維持
確保支援事
業

－ ○ ○

④-Ⅲ．新たな価格
体系への適応の円

滑化に向けた中小企
業対策等

○

⑧地域公共交
通や地域観光
業等に対する

支援

20,000 10,000 10,000 10,000 

①コロナ禍の影響により利用者が減少し航路維持が困難となっ
ていることから、関係自治体と連携して支援を実施し、国道に準
じた役割を果たす牛深・蔵之元航路の維持確保を図る。※特定
事業者支援事業に関する公表
②補助金
③牛深・蔵之元航路交通基盤維持特別対策事業補助金（就航
船舶に係る法定検査費用）
　※負担割合：天草市4/5、長島町1/5
　天草市：検査費用25,000千円×4/5＝20,000千円
④三和商船（株）

－ － － － R6.1 R6.3
減便することなく運航維持
【運航】
牛深-蔵之元航路 9往復18便

市HP、対象事業者に実施要綱を
送付

https://www.city.amak
usa.kumamoto.jp/kiji00
310065/index.html

R5補正（地）

20 R4 単 ○ －
地方バス路
線運行維持
対策事業

－ ○ ○

④-Ⅲ．新たな価格
体系への適応の円

滑化に向けた中小企
業対策等

○

⑧地域公共交
通や地域観光
業等に対する

支援

448,362 5,000 5,000 443,362 

①コロナ禍の影響により旅客収入の減収見込まれ、また燃料費
や物価高騰に際し、利用者が減少する中にあっても、自治体が
運行支援を実施することで、生活路線の維持確保を図る。
②補助金
③欠損額448,362千円
※県生活交通維持・活性化総合交付金充当　16,864千円
④産交バス(株)

－ － － － R5.4 R6.3
路線廃止することなく運行維持
【運行】
運行路線　23系統

市HP、対象事業者に実施要綱を
送付

R5当初（地）


